
連結業績ハイライト
2010年4月1日～2011年3月31日 2010年4月1日～2011年3月31日

●営業収入  1,296億円の大幅増収
　（国内線旅客）需要と単価が堅
調に推移

　（国際線旅客）ビジネス需要の回
復に加え、成田・羽田両空港か
らの増便も寄与

　（貨物）国際線の輸送重量増と
単価アップが寄与 

●営業費用  111億円増に抑制
　コスト構造改革の着実な実行で、
費用増を抑制 
●営業利益　605億円を計上
　営業利益は1,184億円の改善

●需要の回復が進む中、期末に震災の影響を受けました
が、成田・羽田の拡張に伴う増便効果もあり、営業収入
は前期より1,293億円増収の13,576億円となりました。
●営業費用は860億円の費用削減策を計画通り実施し、
前期より72億円増にとどめ、12,898億円となりました。

●以上の結果、営業利益は678億円、経常利益は370億
円、当期純利益は233億円となり、最優先の課題であっ
た黒字化、復配（2円）を達成することができました。

経営成績
（単位 億円）

（単位 億円）

旅客数と単価の四半期推移（前年同期比）

（単位 億円）

営業利益（損失）と当期純利益（純損失）

2010年3月期
第4四半期 第4四半期第3四半期

2011年3月期
第1四半期 第2四半期

期初に設定した収支改善策を計画通り遂行し、
前期より1,220億円の営業増益を達成
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航空運送事業の営業損益改善の要因（前期との比較）
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※金額、数量は表示単位未満の端数を切り捨てています。
※決算に関する資料は当社ホームページでもご覧になれます。

※金額は表示単位未満の端数を切り捨てています。

ANA　検索　→ IR情報 → 決算・IR情報 → 決算短信

連結対象会社の状況（2011年3月31日現在）
・連結子会社　　　64社（新規0社、除外8社）
・持分法適用会社　25社（新規1社、除外0社）

営業収入
営業費用
営業利益又は損失（△）
営業外損益
経常利益又は損失（△）
特別損益
当期純利益又は純損失（△）
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前期 増減
前期比
（％）当期

国内線旅客単価
国際線旅客単価

国内線旅客数
国際線旅客数

※EBITDA＝営業利益＋減価償却費

（前年同期を100とした場合の数値）
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営業利益
＋702

当期

改善
＋1,184億円

106.1

費用増の要因
【増加要因】
・空港使用料、機材費、人件費、
 外部委託費などの生産連動費用
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・＋244億円
・燃油費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・＋63億円
【減少要因】
・販売手数料、広告宣伝費、地上
サービス費などの収入連動費用
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・△100億円
・整備部品外注費など・・・△96億円
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営業利益（損失）
当期純利益（純損失）

前期

営業損失
△579

営業利益
＋605

その他収入
＋108 貨物郵便

収入
＋306

国際線
旅客収入
＋665

国内線旅客収入 ＋216

費用増
＋111億円

連結貸借対照表
（単位 億円）

前期 当期

A 資産の部
 流動資産
   現金及び預金
   受取手形及び営業未収入金
   有価証券
   商品
   貯蔵品
   繰延税金資産
   その他
 固定資産
  有形固定資産
   建物及び構築物
   航空機
   土地
   リース資産
   建設仮勘定
   その他
  無形固定資産
  投資その他の資産
   投資有価証券
   繰延税金資産
   その他
 繰延資産
 資産合計

資産の部
譲渡性預金などの手元資金の増加により流動資産が前期末
から506億円、航空機関連資産などの増加により固定資産が
同185億円、それぞれ増加したことなどから、資産は同689億円
増加し、19,280億円となりました。
負債の部
負債は前期末から226億円増加して14,016億円になりました。
新規借入による資金調達を行う一方で短期借入金の返済や
社債の償還などを行った結果、有利子負債は前期末より28億
円減少し、9,388億円となりました。
純資産の部
利益剰余金が前期末から303億円増加、繰延ヘッジ損益が
同182億円改善したことなどから、純資産は前期末より462億
円増加しました。少数株主持分を差し引いた自己資本は
5,202億円となり、自己資本比率は27.0％になりました。

2010年3月31日現在 2011年3月31日現在

4,215
132
968
1,805
55
513
247
492

14,367
11,523
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4,721
369
957
1,738
54
500
386
715

14,553
11,892
1,177
7,145
572
359
2,267
369
744
1,917
510
931
475
5

19,280
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前期 当期
2010年3月31日現在 2011年3月31日現在

4,726
1,510
290
998
400
118
113
168
1,125
9,063
950
6,286
373
1,194

5
255

13,789
9,416

4,855
2,313
1,966
645
△ 70
△ 119
15

△ 132
△ 2
65

4,800
18,590

4,475
1,607
1

1,150
200
111
276
1

1,126
9,540
950
6,651
322
1,234
5

376
14,016
9,388

5,168
2,313
1,963
948
△ 58
34
△ 8
50
△ 7
61

5,263
19,280

B 負債の部
 流動負債
   支払手形及び営業未払金
   短期借入金
   1年内返済予定の長期借入金
   1年内償還予定の社債
   リース債務
   賞与引当金
   独禁法関連引当金
   その他
 固定負債
   社債
   長期借入金
   リース債務
   退職給付引当金
   役員退職慰労引当金
   その他
 負債合計
 （有利子負債）

C 純資産の部
 株主資本
   資本金
   資本剰余金
   利益剰余金
   自己株式
 その他の包括利益累計額
   その他有価証券評価差額金
   繰延ヘッジ損益
   為替換算調整勘定
 少数株主持分
 純資産合計
 負債純資産合計

収入増

（　　　） （  　　）

＋1,296億円
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